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(1) 事務事業の目的と指標
① 活動の計画（活動の量・大きさ・規模等）
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② 対象（事業は誰・何を対象にしているのかを記載）
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③ 目標（この事業によって、対象をどうしたいのか記載）
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(2) 指標・総事業費の推移

単位
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④ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

事務事業の概要
（事務事業の内

容を記載）

１　事務事業概要
　近年、悪質商法の手口が巧妙化かつ複雑化しており、これらによる消費者被害は、高齢者を中心として後を絶たない状況で
あり、町民の安全で安心な消費生活を確保するため、消費生活情報の提供や金融広報活動等の消費者啓発を行うことによ
り、消費者被害を未然に防止する。また、消費者被害に巻き込まれた消費者に対しては、相談、助言、斡旋等によって的確に
救済していく。
２．業務
　専門的知識及び経験を有する消費生活相談員を配置し、町民の誰もが安心して相談できる体制を整備する。消費者団体
への補助金交付事務

３　概算事業費
　消費生活センターの運営　消費生活相談員の報酬及び費用弁償　消費者団体への補助金
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事務事業名 塩谷町消費生活センタ―設置事業

名称

7

件

消費者安全法、消費者基本法
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

・町単独での設置はせず、近隣の市へ委託すること。受け入れてもらえ
る市がない場合は、再度、事前評価会議で諮るものとする。

・現在の、塩谷町に寄せられる相談件数の実績は、1件/月程度である
ため、センターを設置しても、利用頻度は低いと予想される。
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② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

1825

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

消費生活相談業務については県
内すべての市町において設置（郷
土設置を含む）することになってお
り、本町は矢板生活相談センター
へ業務を委託しており、本町の町
民の相談窓口として実施の必要性
がある。

専門のスタッフを県からの紹介で臨時
職員として採用するため最低限の人
件費で設置出来る(1日6時間程度、週
2日～3日)

 適切

 見直し
 余地あり

本町は矢板消費生活センターへ
相談業務等を委託しており、係る
負担割合も人口割であり、総事業
費に係るコストに関しては効率的と
考えられる。

事前評価結果説明

身近な市町に平成27年度を目標年度
として消費生活センターの設置を位置
づけ、基金事業が終了する平成２５年
度末を目途に県内全市町にセンター
の設置を推進している。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

本町における町への相談業務は
多くはないが、悪質商法や詐欺な
ど、本町の町民にとっても消費生
活相談は必須であり、公共関与は
妥当である。

 適切

 見直し
 余地あり

相談者らは、専門相談員から適切
な助言や対応をされていることか
ら、受益と負担の公平性は保たれ
ている。（係る事業費は県補助）

 適切

 見直し
 余地あり

(参考情報)
・相談は、多重債務者がほとんどである。

事後評価結果実施後の状況

近年、悪質商法の手口が巧妙化かつ
複雑化しており、これらによる消費者
被害は、高齢者を中心として後を絶た
ない状況である。

 適切

 見直し
 余地あり

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

消費生活センターの設置は、県内の全ての自治体で設置することとなっており、本町としては効率性と有効性を持って矢板消
費生活センターへ相談業務を委託し、その人口割合に応じて負担している。それまでは町産業振興課で相談業務を行ってい
たが、専門的な分野への対応には苦慮していた経緯がある。
相談業務を委託したことで、町民にとってはより効果的で専門的な相談にも対応されることとなり、安全、安心な生活への効果
が期待できる。ただ、Ｈ２６年度の実績を見る限り、相談件数は４件（受理件数）と少なく、町民への周知が課題となっている。
今後については、周知、啓発事業を広報や、ホームページを通じて行うこととしたい。
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 適切

 見直し
 余地あり

町民の誰もが消費トラブルに巻き込ま
れる可能性があるため


